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回次
第149期

中間連結会計期間
第150期

中間連結会計期間
第149期

会計期間
自2024年４月１日
至2024年９月30日

自2025年４月１日
至2025年９月30日

自2024年４月１日
至2025年３月31日

売上高 （百万円） 497,377 543,160 1,123,407

経常損益 （百万円） 38,949 41,733 118,759

親会社株主に帰属する

中間（当期）純損益
（百万円） 35,539 26,614 92,239

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 31,661 38,969 93,046

純資産額 （百万円） 679,987 755,567 730,658

総資産額 （百万円） 1,232,518 1,304,922 1,312,175

１株当たり中間（当期）純損益 （円） 248.82 180.62 642.69

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 50.4 54.9 52.7

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 87,543 35,904 144,920

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △25,765 △44,612 △63,384

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △64,110 1,337 △86,246

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高
（百万円） 64,694 55,053 62,675

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容について、重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業

等のリスクについて重要な変更はありません。

第149期

中間連結会計期間

第150期

中間連結会計期間 増　減

売上高 497,377 543,160 45,783

営業損益 40,336 42,759 2,423

経常損益 38,949 41,733 2,784

親会社株主に帰属する

中間純損益 35,539 26,614 △8,925

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績

当社は、2026年度を最終年度とする３ヵ年中期経営計画「熱く、高く、そして優しく2026」において「利益重視経

営による更なる企業価値向上」を基本方針に掲げ、「収益力の強化」、「成長戦略の推進」並びに「経営基盤の強

化」を推し進め、利益を伴った事業拡大と経営体質の更なる強化を目指しています。また、成長戦略の推進に向けて

当期初にセグメント再編を実施し、「エネルギー」に設備工事分野を編入しシステム事業の強化、「インダストリ

ー」に器具分野を編入しFAコンポーネントとのシナジー創出に取り組んでいます。

当中間連結会計期間における当社を取り巻く市場環境は、米国の通商政策の影響等により世界経済の見通しの不透

明感が継続した一方で、脱炭素社会の実現に向けたGX投資や、生成AI・デジタル技術の活用拡大に伴うエネルギー需

要の増大を背景として、電力、製造業及びデータセンター等における設備投資が堅調に推移しました。また、工作機

械関連等の需要は緩やかな回復基調が見られたものの、電動車（xEV）の需要は踊り場が継続しました。

このような環境のもと、当社は、エネルギー需要の拡大をはじめ、鉄鋼等の素材産業における省エネ・電化のニー

ズを捉えてプラント、システム事業の拡大を推進したほか、デジタル技術を活用した生産現場の生産性向上による収

益力の強化等に取り組みました。また、旺盛な需要に対応するための電機盤・電源盤、変圧器・開閉装置の生産能力

増強に取り組んだほか、SiCパワー半導体については、将来の市場拡大を見据えながら、需要変動に応じた設備投資

計画を推進しました。

当中間連結会計期間の連結業績の売上高は、前年同期に比べエネルギー、インダストリーにおけるプラント、シス

テム等で増加し、全体で457億83百万円増加（9.2％増加）の5,431億60百万円となり、過去最高を更新しました。

損益面では、人的投資の拡充に伴う人件費の増加や、原材料価格の高騰等に加え、半導体における電動車（xEV）

向けパワー半導体の需要減少や、食品流通における前年同期の改刷特需の反動減の影響等があったものの、プラン

ト、システムの需要増加が利益を押し上げ、営業損益は前年同期に比べ24億23百万円増加の427億59百万円となりま

した。経常損益は、営業損益の増加に加え、為替影響等により、前年同期に比べ27億84百万円増加の417億33百万円

となり、営業損益、経常損益ともに過去最高を更新しました。親会社株主に帰属する中間純損益は、前年同期に投資

有価証券の一部を売却し特別利益に計上した影響により、前年同期に比べ89億25百万円減少の266億14百万円となり

ました。

当中間連結会計期間の連結経営成績は次のとおりです。

（単位：百万円）
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第149期

中間連結会計期間

第150期

中間連結会計期間 増　減

売上高 営業損益 売上高 営業損益 売上高 営業損益

エネルギー 144,001 10,015 165,234 18,959 21,233 8,944

インダストリー 175,380 8,137 206,345 11,007 30,965 2,870

半導体 108,048 15,059 108,725 8,973 677 △6,086

食品流通 58,286 8,709 52,383 5,806 △5,903 △2,903

その他 27,415 1,652 27,841 1,590 426 △62

消去又は全社 △15,755 △3,238 △17,370 △3,577 △1,615 △339

合計 497,377 40,336 543,160 42,759 45,783 2,423

当中間連結会計期間の報告セグメント別の状況は次のとおりです。

（単位：百万円）

■エネルギー部門

エネルギーマネジメント分野、施設・電源分野における需要増加等を主因として、売上高、営業損益ともに前年

同期を上回りました。

・発電プラント分野は、再生可能エネルギーの大口案件の増加等により、売上高、営業損益ともに前年同期を上

回りました。

・エネルギーマネジメント分野は、蓄電システム案件の増加や、電力及び産業向け変電機器、産業向け電源機器

の大口案件の増加等により、売上高、営業損益ともに前年同期を上回りました。

・施設・電源システム分野は、データセンター向け需要の増加により、売上高、営業損益ともに前年同期を上回

りました。

・設備工事分野は、大口案件の増加や、案件差及び原価低減の推進等により、売上高、営業損益ともに前年同期

を上回りました。

■インダストリー部門

ITソリューション分野の大口案件を主として、各分野における需要が増加し、売上高は前年同期を上回りまし

た。営業損益は、ITソリューション分野の売上高の増加を主因に、前年同期を上回りました。

・FAコンポーネント分野は、国内需要は前年並みで推移したものの、アジア・欧州を中心とした需要増により、

売上高、営業損益ともに前年同期を上回りました。

・オートメーション分野は、鉄鋼分野向け需要の増加等により売上高は前年同期を上回りましたが、大口案件の

費用増により、営業損益は前年同期を下回りました。

・社会ソリューション分野は、輸送システムの需要増により、売上高、営業損益ともに前年同期を上回りまし

た。

・器具分野は、機械セットメーカ向け需要の緩やかな回復により、売上高は前年同期を上回りましたが、原材料

価格の高騰影響により、営業損益は前年同期と同水準となりました。

・ITソリューション分野は、文教分野の大口案件の増加により、売上高、営業損益ともに前年同期を上回りまし

た。

■半導体部門

・売上高は、産業分野では、中国における需要増加と為替影響により、前年同期を上回りました。電装分野で

は、電動車（xEV）向けパワー半導体の国内・海外の需要減少により、前年同期を下回りました。営業損益

は、産業分野における売上高の増加があったものの、電装分野における需要減少、生産能力増強等に係る費用

の増加及び原材料価格の高騰等により、前年同期を下回りました。

■食品流通部門

・自販機分野は、国内自販機の需要減少により、売上高、営業損益ともに前年同期を下回りました。

・店舗流通分野は、コンビニエンスストアの改装増加に伴う店舗設備機器の需要増があった一方で、前年同期の

改刷対応特需の反動減の影響を補いきれず、売上高、営業損益ともに前年同期を下回りました。
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（注）第１四半期連結会計期間より、組織構造の変更に伴い、「エネルギー」及び「インダストリー」の各報告セ

グメントにおいて、集約する事業セグメントを変更しております。なお、各セグメントの前年同期との比較

値は、前年同期の数値を変更後の報告セグメントの区分に組み替えたうえで算出しております。

（２）財政状態

　当中間連結会計期間末の総資産額は１兆3,049億22百万円となり、前連結会計年度末に比べ72億53百万円減少し

ました。

　流動資産は7,456億50百万円となり、前連結会計年度末に比べ210億22百万円減少しました。これは、前連結会計

年度末に比べ契約資産が289億67百万円、棚卸資産が172億17百万円、それぞれ増加した一方で、電子記録債権が

173億69百万円、売掛金が528億54百万円、それぞれ減少したことなどによるものであります。

　固定資産は5,592億15百万円となり、前連結会計年度末に比べ137億80百万円増加しました。このうち、有形固定

資産と無形固定資産の合計は3,817億82百万円となり、前連結会計年度末に比べ43億89百万円増加しました。ま

た、投資その他の資産は1,774億32百万円となり、前連結会計年度末に比べ93億90百万円増加しました。これは、

主に投資有価証券が、その他有価証券の時価評価差額相当分の増加を主因として、140億６百万円増加したことに

よるものであります。

　当中間連結会計期間末の負債合計は5,493億55百万円となり、前連結会計年度末に比べ321億62百万円減少しまし

た。

　流動負債は4,156億98百万円となり、前連結会計年度末に比べ157億68百万円減少しました。これは、前連結会計

年度末に比べコマーシャル・ペーパーが250億円増加した一方で、仕入債務が174億60百万円、未払法人税等が163

億37百万円、契約負債が44億95百万円、それぞれ減少したことなどによるものであります。

　固定負債は1,336億57百万円となり、前連結会計年度末に比べ163億93百万円減少しました。これは、前連結会計

年度末に比べ長期借入金が150億６百万円減少したことなどによるものであります。

　なお、当中間連結会計期間末の有利子負債残高は1,211億98百万円となり、前連結会計年度末に比べ163億22百万

円増加しました。また、同残高の総資産に対する比率は9.3％となり、前連結会計年度末に比べ1.3ポイント増加し

ました。

　当中間連結会計期間末の純資産合計は7,555億67百万円となり、前連結会計年度末に比べ249億９百万円増加しま

した。これは、前連結会計年度末に比べ利益剰余金が140億68百万円、その他有価証券評価差額金が101億57百万

円、それぞれ増加したことなどによるものであります。これらの結果、自己資本比率は54.9％となり、前連結会計

年度末に比べ2.2ポイント増加しました。

（３）キャッシュ・フロー

当中間連結会計期間における連結ベースのフリー・キャッシュ・フロー（「営業活動によるキャッシュ・フロ

ー」＋「投資活動によるキャッシュ・フロー」）は、87億８百万円の現金及び現金同等物（以下「資金」とい

う。）の減少（前年同期は617億78百万円の増加）となり、前年同期に対して704億86百万円の資金流出額の増加と

なりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間において営業活動による資金の増加は、359億４百万円（前年同期は875億43百万円の増加）

となりました。これは、棚卸資産が増加し、仕入債務が減少した一方で、税金等調整前中間純利益の計上並びに売

上債権及び契約資産が減少したことなどによるものであります。

　前年同期に対しては、516億39百万円の資金流入額の減少となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間において投資活動による資金の減少は、446億12百万円（前年同期は257億65百万円の減少）

となりました。これは、有形固定資産を取得したことなどによるものであります。

　前年同期に対しては、188億47百万円の資金流出額の増加となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間において財務活動による資金の増加は、13億37百万円（前年同期は641億10百万円の減少）

となりました。これは主として、配当金の支払があった一方で、コマーシャル・ペーパーが増加したことなどによ

るものであります。

　これらの結果、当中間連結会計期間末における連結ベースの資金は、前連結会計年度末残高に比べ76億22百万円

（12.2％）減少し、550億53百万円となりました。
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（４）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

（５）経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

（６）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はありません。

（７）財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当中間連結会計期間において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針につい

て重要な変更はありません。

（８）研究開発活動

富士電機は、「2026年度中期経営計画」の研究開発戦略に基づき、現行製品の競争力強化や次世代機の開発、成

長戦略をけん引するGX、DXやグローバル商材の新製品開発、及び2030年以降の市場拡大を見据えた、水素関連など

の新技術獲得に取り組んでいます。これらに向けて、パートナー企業やアカデミアとの協業・共創も進めていま

す。

当中間連結会計期間における富士電機の研究開発費は184億34百万円であり、各部門の研究成果及び研究開発費

は次のとおりです。

また、当中間連結会計期間末において富士電機が保有する国内外の産業財産権の総数は13,420件です。

■エネルギー部門

●発電プラント分野

地熱発電プラント向けに、地熱蒸気と熱水の混合流体に対応する、業界初の二相流量リアルタイム計測システ

ムを開発し発売しました。本システムは、蒸気生産井の配管に外付けしたセンサを用いて流速と気液比を計測

し、二相流量を算出します。計測値のトレンドを監視することにより、蒸気生産井の状態変化を細かく把握で

き、生産量の減衰兆候への早期対策やメンテナンス計画の最適化など、地熱発電プラントの安定稼働に貢献しま

す。

将来の水素社会の到来に備え、自動車用固体高分子形燃料電池モジュールを適用した工場・施設向けの純水素

燃料電池システムを開発しています。実用化に向けて、化学プラントで発生する副生水素やメタノールを改質し

て得られる水素を用いた顧客サイトでの実証試験を今年度より進めます。これらの実証を通じて、水素の社会実

装に向けた課題を検証します。

●エネルギーマネジメント分野

自家消費を中心とした中小規模太陽光発電向けに、ストリング型太陽光PCS「PIS-112／420-J-Z11」（440V／

112.5kW）を開発し発売しました。市場要求の高い容量帯に対応するために、従来品（42kW）に比べて容量を約３

倍に拡大しました。これにより、据付け工事や接続配線などの導入コストを低減できます。また、最長20年間の

延長保証や沿岸地域への設置を可能とする重耐塩仕様など、さまざまな顧客のニーズに対応しました。

●変電システム分野

国内外の電力インフラ向けに、300MVA級（国内275kV、海外230kV）の大容量変圧器を開発しました。巻線構造

の最適化による損失低減や、放熱器の改良による冷却性能向上により体積を従来品に比べて約30％縮小し、世界

最小クラスのサイズを実現しました。本製品は、今年度中に発売する予定です。

●施設・電源システム分野

省エネ法（エネルギーの使用の合理化等に関する法律）に基づく第三次判断基準に適合したモールド変圧器

「2026トップランナーモルトラ」（低圧100～600V、高圧３kV、６kV／単相10～500kVA、三相20～2,000kVA）を開

発し発売しました。低損失の鉄心材料適用により、エネルギー消費効率を従来品に比べて全容量で15％改善しま

した。

当中間連結会計期間における当部門の研究開発費は37億38百万円です。
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■インダストリー部門

●オートメーション分野

中国では脱炭素化に向けて、石油・ガスプラントのタービン駆動コンプレッサのモータ駆動化（電動化）やモ

ータ駆動コンプレッサを使用した圧縮空気によるエネルギー貯蔵設備の導入が進んでいます。そこで、これらモ

ータ駆動向けの大容量水冷高圧インバータ「FRENIC-MV」（43MVA）を開発し発売しました。空冷と比べて高効率

な水冷方式を採用したことにより、同容量の他社品に比べて幅寸法を約15％削減しました。なお、本製品は当社

と上海電気集団股份有限公司との合弁会社である上海電気富士電機電気技術社との共同開発によるものです。

製造業の様々な外観検査工程に適用可能なAI外観検査装置を開発し発売しました。異常検知AIとルールベース

画像処理を当社独自の手法で組み合わせることにより、熟練検査員と同等の精度と検査時間を実現しました。こ

れにより外観検査工程の省力化・省人化に貢献します。本製品は、一般社団法人日本電機工業会の2025年度（第

74回）電機工業技術功績者表彰において、ものづくり部門優秀賞を受賞しました。

電気自動車のモータ駆動用インバータや電池などの試験に用いる直流電源装置（300kW）を開発し発売しまし

た。本製品は、幅広い出力電圧範囲（100～1,000V）での評価試験に適用可能で、近年の車載モータや車載電池に

おける高電圧化（800V～）に対応できます。また、供試体の回生電力を電源系統で再利用できる双方向仕様とし

ており、試験実施時の消費電力量やCO2排出量の削減にも貢献します。

●FAコンポーネント分野

製造ライン向けに、設備データ監視機能を搭載したプログラマブル表示器「製造ライン監視パッケージ 

Powered by MONITOUCH X1 Series」を開発し発売しました。本製品は、簡単な初期設定を行うだけで、最大30台

の生産設備のエネルギー使用量、製品品質、生産進捗、稼働状態などをリアルタイムで見える化できます。これ

により、従来必要であった顧客設備に応じたシステム構築が不要となり、短期間かつ安価に導入できます。

生産設備の稼働データを収集するエッジコントローラ「FiTSAΣB5」にEMS（エネルギーマネジメントシステ

ム）のアプリケーションを標準搭載した「FiTSAΣB5-EMS」を開発し発売しました。これまでのデータ収集機能に

加え、電力量計を接続することでエリアや工程ごとのエネルギー使用量をパソコンのWebブラウザ上で分析するこ

とができます。これにより、従来のクラウドやサーバーを利用したEMSが不要となり、製造現場のエネルギー監視

を容易に実現できます。

工場やビルなどの施設向けの電力品質モニタ「FY10」とデュアル電力モニタ「FY20」を開発し発売しました。

「FY10」は、電力計測や漏洩電流計測、高調波電流計測、瞬低検知の４機能を搭載する国内唯一のオールインワ

ンタイプです。「FY20」は、単相３線式及び三相３線式で２回路、単相２線式では４回路の電力計測が可能で、

薄型コンパクトな筐体により盤内設置に最適です。本製品により電力の見える化に貢献します。

●放射線機器・システム分野

医療施設で利用される診療用放射性同位元素（RI: Radio Isotope）の放射能を定量測定する「RIキャリブレー

タ」を開発し発売しました。新たな診断や治療に用いられる核種の増加に対応し、プリセット登録できる核種を

従来の９種類から13種類へと拡充しました。これにより、使用頻度の高い主要な核種を簡便に測定できます。ま

た、タブレット端末の導入により操作性を向上しました。本製品により、放射線を利用する医療現場での作業を

効率化します。

●輸送システム分野

脱炭素化に向けて、普及が期待される小型の電気推進船（400～2,000kW級）に搭載する推進用モータ（600V／

400～2,600kW）とドライブ装置（690V／2,300kW）を開発しており、今年度から順次発売する予定です。推進用モ

ータには高効率な水冷方式の永久磁石同期モータを採用し、さらに磁石配置の最適化により全容量で業界最小レ

ベルの体積を実現しました。ドライブ装置は、船舶向けに最適化した構造設計と水冷方式の導入により大幅な小

型化を達成し、従来品に比べて幅寸法を32％縮小しました。これらにより、設置スペースに制約がある船舶にも

対応可能となりました。

●ITソリューション分野

オフィス業務の業務効率向上に貢献するWebデータベース「軽技WebDB V1.2」を開発し発売しました。プログラ

ミング不要の簡単操作で、クラウドやサーバーにあるデータファイルからデータベースを自動で作成し、Webシス

テムを構築できます。さらに本製品は、当社のBI（Business Intelligence）ツール「軽技Web」と合わせて使う

ことにより、データの収集・管理から分析・見える化までを一気通貫で実現し、顧客の業務負荷を低減します。

また、管理業務の効率化を支援するBIツール「軽技Web」に、製造業の現場に特化した機能を追加した「軽技

Web for Factory」を開発し発売しました。稼働監視や工程管理、多変量解析による診断など、製造現場ですぐに

使える機能を搭載し、誰でも簡単・迅速に分析や診断ができます。

当中間連結会計期間における当部門の研究開発費は56億92百万円です。
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■半導体部門

●産業モジュール分野

再エネ発電システム向けに、絶縁耐圧を向上した2,300V／1,200Aの大容量モジュール（HPnC:High Power next 

Coreパッケージ）を開発し量産を開始しました。低損失な第７世代IGBT／FWD「Xシリーズ」チップを搭載し、パ

ッケージは従来と同じ外形寸法を維持したまま、新たな絶縁基板と封止材を採用することで絶縁耐圧を従来の４

kVから６kVに向上しました。これにより、従来の1,000Vから1,500Vに高電圧化している再エネ発電システムに対

応します。

エアコンや低圧インバータ、サーボアンプ向けに、第３世代小容量IGBT-IPMのP641シリーズ（650V／20、30、

40A）を開発し、量産準備を進めています。内部構造の最適化と新しい絶縁構造の採用により体積を従来品より約

44％削減しました。これにより、電力変換装置の更なる小型化に貢献します。

また、最新世代となる第８世代IGBTモジュールのサンプル展開を開始しました。セル構造の最適化などにより

第７世代IGBTに比べて10％以上の低損失化を実現し、ドライブ装置などのパワエレ機器の更なる高効率化、小型

化に貢献します。

●車載モジュール分野

軽・小型車用インバータ（50～100kW）向けに、第７世代RC-IGBTチップを搭載した750V／600Aの直接水冷型パ

ワーモジュール（M682パッケージ）の量産を2025年４月から開始しました。さらに、さまざまな出力の軽自動車

に対応するため、系列製品（750V／300A、450A）の開発や、中型車用インバータ（100～125kW）向けに、同じ

M682パッケージで大電流品の開発を進めています。

2027年以降の電動車モデル向けに、第３世代トレンチゲートSiC-MOSFETチップを搭載したSiCパワーモジュール

の開発を進めています。このモジュールは、発生損失の大幅な低減に加えて、パッケージの薄型化と低インダク

タンス化を実現し、第７世代IGBTモジュールと比較して電力密度を約２倍に向上しました。さらに、2030年度以

降の製品化を想定し、更なる損失低減を目指した第４世代SiC-MOSFETチップやモジュールの開発を進めていま

す。これらの製品を通じて、電動車の高効率化と小型・軽量化に貢献します。

当中間連結会計期間における当部門の研究開発費は70億28百万円です。

■食品流通部門

●店舗流通分野

コンビニエンスストア（コンビニ）向けに、店舗のエネルギー利用を最適化する新型「エコマックスコントロ

ーラ」を開発し発売しました。省エネと快適性を指標とする新たな空調制御やショーケースの冷やし過ぎを防止

する制御などの適用により、実店舗において空調・冷凍冷蔵設備の年間消費電力量を約10％削減（当社従来比）

できることを確認しました。これにより、コンビニの省エネに貢献します。

当中間連結会計期間における当部門の研究開発費は19億74百万円です。

■その他部門

当中間連結会計期間における当部門の研究開発費は０百万円です。

■新技術・基盤技術分野

●パワーエレクトロニクス技術

脱炭素社会の実現に向けて、製鉄業では石炭を用いた高炉から電気炉への転換が進んでいます。電気炉ではア

ークにより電流が大きく変動するため、電圧変動や高調波が外部系統へ流出する電力品質問題が生じる可能性が

あります。現在は、受動フィルターとフリッカ補償装置を用いてこの電力品質対策をしています。しかし、受動

フィルターの設計が非常に難しく、調整に時間がかかっていました。そこで、この問題を解決するために、イン

バータを用いて電圧変動や高調波の流出を抑制するシステムの開発に取り組んでいます。現在、当社独自のイン

バータ回路とその制御アルゴリズムの開発を進めています。

電気炉を使用した製鋼プロセスの高効率化（生産量向上）に向けて、原料の溶解に用いる電極の昇降制御技術

を開発し、製鋼アーク炉の制御システムに適用しました。原料の状態変化や負荷変動などに対して電極の位置や

昇降速度を最適に制御することで原料の溶解速度を速めて、製鋼時間を従来システムに比べて約５％短縮しまし

た。これにより１日あたりの製鋼回数を増やせるため、顧客の生産量向上に貢献します。

●AI活用技術

列車のより安全なワンマン運転の実現に向けて、駅ホームにおけるドア閉めのタイミングを判断・通知するAI

画像解析・判定技術を用いた列車運転支援システムを開発しました。このシステムは、監視カメラで撮影した乗

降客の行動をリアルタイムで解析してドア閉め可否を判断し、運転士や係員に通知します。車掌の判断基準を数
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値化した当社独自の判定アルゴリズムにより、車掌と同等レベルの安全な判断精度と応答速度を実現しました。

（注）上記のうち、将来の経営目標等に関する記載は、本半期報告書の提出日現在において合理的と判断した一定

の前提に基づいたものであります。これらの記載は、実際の結果とは実質的に異なる可能性があり、当社は

これらの記載のうち、いかなる内容についても、確実性を保証するものではありません。
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資産 金額 負債 金額

流動資産 102百万円 流動負債 47百万円

固定資産 ８百万円 固定負債 ９百万円

資産合計 110百万円 負債合計 56百万円

３【重要な契約等】

　当社は、2025年５月23日開催の取締役会において、当社子会社である株式会社高柳富士を2025年５月30日に完全子

会社化したうえで、当社への吸収合併の契約締結について決議を行い、2025年６月２日に同社と合併契約を締結しま

した。

合併の概要は以下のとおりです。

（１）合併の目的

株式会社高柳富士は中型回転機（誘導機・発電機）の巻き線加工の事業を行う当社子会社として、当社オート

メーション事業の発展に貢献してきましたが、株式会社高柳富士が保有する巻き線加工における高度かつ専門的

な技能を当社に取り込み、徹底的な合理化、標準化、自動化により内製化を加速推進し、コスト、品質面での強

化を図る目的で合併することといたしました。

（２）合併の方法

当社を存続会社、株式会社高柳富士を消滅会社とする吸収合併

（３）合併に際して発行する株式及び割当

当社完全子会社との合併であるため、本合併による新株式の発行及び資本金の増加並びに合併交付金の支払い

はありません。

（４）合併の期日

2025年10月１日

（５）引継資産・負債の状況

富士電機株式会社は、以下の2025年３月31日現在の株式会社高柳富士の貸借対照表その他同日現在の計算を基

礎とし、これに合併に至るまでの増減を加除した一切の資産、負債及び権利義務を合併期日において引継ぎまし

た。
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(1)商号 富士電機株式会社

(2)事業内容 エネルギー、産業、輸送その他社会インフラに関する各種機器、シス

テム及び半導体デバイス、自動販売機、店舗設備機器の開発、製造、

販売、サービス並びにこれらに関するソリューションの提供

(3)設立年月日 1923年８月29日

(4)本店所在地 川崎市川崎区田辺新田１番１号

(5)代表者の役職・氏名 代表取締役会長ＣＥＯ　北澤 通宏

代表取締役社長ＣＯＯ　近藤 史郎

(6)資本金 47,586百万円

(7)発行済株式数 149,296,991株

(8)決算期 ３月31日

(9)大株主及び持株比率

(2025年３月31日現在)

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）　16.00％

株式会社日本カストディ銀行（信託口）　9.62％

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001　3.36%

(10)直近事業年度の財政

　　状況及び経営成績

2025年３月期（連結）

　　純資産 730,658百万円

　　総資産 1,312,175百万円

　　１株当たり純資産 4,695.56円

　　売上高 1,123,407百万円

　　営業利益 117,646百万円

　　経常利益 118,759百万円

　　親会社株主に帰属する

　　当期純利益

92,239百万円

　　１株当たり当期純利益 642.69円

（６）吸収合併存続会社となる会社の概要
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 320,000,000

計 320,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）

（2025年９月30日）

提出日現在発行数
（株）

（2025年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通

株式
149,296,991 149,296,991

東京証券取引所

（プライム市場）

名古屋証券取引所

（プレミア市場）

福岡証券取引所

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式であり、

単元株式数は100株で

あります。

計 149,296,991 149,296,991 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2025年４月１日

～2025年９月30日
－ 149,296 － 47,586 － 56,777

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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2025年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区赤坂一丁目８番１号 26,143 17.71

株式会社日本カストディ銀行

（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番12号 15,357 10.40

朝日生命保険相互会社 東京都新宿区四谷一丁目６番１号 3,983 2.70

全国共済農業協同組合連合会 東京都千代田区平河町二丁目７番９号 3,059 2.07

STATE STREET BANK WEST 

CLIENT - TREATY 505234

（常任代理人 株式会社みずほ

　銀行）

1776 HERITAGE DRIVE, NORTH QUINCY,

MA 02171,U.S.A.

（東京都港区港南二丁目15番１号）

3,011 2.04

STATE STREET BANK AND TRUST 

COMPANY 505001

（常任代理人 株式会社みずほ

　銀行）

ONE CONGRESS STREET, SUITE 1, BOSTON, 

MASSACHUSETTS

（東京都港区港南二丁目15番１号）

2,882 1.95

モルガン・スタンレーMUFG証券

株式会社
東京都千代田区大手町一丁目９番７号 2,840 1.92

ファナック株式会社
山梨県南都留郡忍野村忍草字古馬場

3580番地
2,684 1.82

STATE STREET BANK AND TRUST 

COMPANY 505301

（常任代理人 株式会社みずほ

　銀行）

ONE CONGRESS STREET, SUITE 1, BOSTON, 

MASSACHUSETTS

（東京都港区港南二丁目15番１号）

2,270 1.54

BNYM AS AGT/CLTS 10 PERCENT

（常任代理人 株式会社三菱

　ＵＦＪ銀行）

240 GREENWICH STREET, NEW YORK, NEW

YORK 10286 U.S.A.

（東京都千代田区丸の内一丁目４番５号）

2,157 1.46

計 － 64,390 43.62

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

三井住友DSアセットマネジメント

株式会社
東京都港区虎ノ門一丁目17番１号 7,525 5.04

計 － 7,525 5.04

（５）【大株主の状況】

　（注）１．日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）、株式会社日本カストディ銀行（信託口）の所有株式

は、全て信託業務に係る株式であります。

２．当社が所有する自己株式数は1,683千株であります。なお、自己株式については、この他にも株主名簿上は

当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が200株あります。

３．2025年８月21日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、三井住友DSアセットマネジメント

株式会社が、同年８月15日現在、以下のとおり7,525千株（株式所有割合5.04％）の当社株式を保有してい

る旨が記載されているものの、当社として2025年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができません

ので、上記大株主の状況には含めておりません。

　　なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。
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氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

三井住友トラスト・アセットマネ

ジメント株式会社
東京都港区芝公園一丁目１番１号 3,976 2.66

アモーヴァ・アセットマネジメン

ト株式会社
東京都港区赤坂九丁目７番１号 2,998 2.01

計 － 6,975 4.67

４．2025年９月19日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、三井住友トラスト・

アセットマネジメント株式会社及び共同保有者１社が、同年９月15日現在、以下のとおり各社共同で6,975

千株（株式所有割合4.67％）の当社株式を保有している旨が記載されているものの、当社として2025年９月

30日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の変更報告書の内容は次のとおりであります。
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2025年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

－

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は100

株であります。

普通株式 1,683,400

（相互保有株式）

普通株式 8,800

完全議決権株式（その他） 普通株式 147,297,100 1,472,971 同上

単元未満株式 普通株式 307,691 － 同上

発行済株式総数 149,296,991 － －

総株主の議決権 － 1,472,971 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（注）１．当社は取締役等に対する業績連動型株式報酬制度「株式給付信託」を導入しており、当該信託口が保有する

当社株式214,800株（議決権数2,148個）は「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式に含まれておりま

す。

　　　２.「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式79株及び「株式給付信託」に係る信託口所有の株

式54株が含まれております。

2025年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

富士電機株式会社

東京都品川区大崎

一丁目11番２号
1,683,400 - 1,683,400 1.13

（相互保有株式）

株式会社富士交易

東京都中央区八重洲

二丁目１番８号
8,800 - 8,800 0.01

計 － 1,692,200 - 1,692,200 1.13

②【自己株式等】

（注）１．当社は取締役等に対する業績連動型株式報酬制度「株式給付信託」を導入しており、当該信託口が保有する当

社株式214,800株（議決権数2,148個）は、上記自己保有株式には含まれておりません。

２．上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が200株（議決権数２

個）あります。なお、当該株式は上記「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式に含ま

れております。

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年４月１日から2025年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 63,542 55,882

受取手形 12,718 12,442

電子記録債権 61,894 44,525

売掛金 249,353 196,499

契約資産 93,830 122,797

商品及び製品 84,472 99,206

仕掛品 55,156 59,300

原材料及び貯蔵品 99,021 97,359

その他 57,083 67,768

貸倒引当金 △10,401 △10,133

流動資産合計 766,672 745,650

固定資産

有形固定資産 347,074 349,008

無形固定資産 30,318 32,774

投資その他の資産

投資有価証券 108,713 122,719

退職給付に係る資産 26,052 26,195

その他 36,904 32,122

貸倒引当金 △3,627 △3,605

投資その他の資産合計 168,042 177,432

固定資産合計 545,435 559,215

繰延資産 67 57

資産合計 1,312,175 1,304,922

１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 192,834 175,374

短期借入金 10,716 24,691

コマーシャル・ペーパー － 25,000

未払法人税等 28,121 11,784

契約負債 67,129 62,634

製品保証引当金 3,706 3,728

その他 128,959 112,486

流動負債合計 431,466 415,698

固定負債

社債 30,000 30,000

長期借入金 30,073 15,067

役員退職慰労引当金 95 111

退職給付に係る負債 66,797 68,711

その他 23,083 19,767

固定負債合計 150,050 133,657

負債合計 581,517 549,355

純資産の部

株主資本

資本金 47,586 47,586

資本剰余金 64,573 63,783

利益剰余金 493,885 507,953

自己株式 △4,273 △3,676

株主資本合計 601,771 615,646

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 49,318 59,475

繰延ヘッジ損益 △2 602

為替換算調整勘定 40,046 40,526

退職給付に係る調整累計額 633 366

その他の包括利益累計額合計 89,995 100,970

非支配株主持分 38,891 38,950

純資産合計 730,658 755,567

負債純資産合計 1,312,175 1,304,922
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

売上高 497,377 543,160

売上原価 359,989 400,078

売上総利益 137,387 143,081

販売費及び一般管理費 ※１ 97,051 ※１ 100,322

営業利益 40,336 42,759

営業外収益

受取利息 298 371

受取配当金 1,053 943

その他 576 788

営業外収益合計 1,928 2,102

営業外費用

支払利息 1,594 1,603

持分法による投資損失 689 388

休止固定資産減価償却費 52 631

事業転換費用 182 －

為替差損 659 331

その他 138 174

営業外費用合計 3,316 3,128

経常利益 38,949 41,733

特別利益

固定資産売却益 100 14

投資有価証券売却益 16,612 62

特別利益合計 16,712 77

特別損失

固定資産処分損 367 892

減損損失 － 405

特別損失合計 367 1,298

税金等調整前中間純利益 55,294 40,512

法人税等 17,500 ※２ 12,648

中間純利益 37,794 27,864

非支配株主に帰属する中間純利益 2,255 1,249

親会社株主に帰属する中間純利益 35,539 26,614

（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

中間純利益 37,794 27,864

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △4,572 10,145

繰延ヘッジ損益 △69 605

為替換算調整勘定 △1,271 672

退職給付に係る調整額 △283 △274

持分法適用会社に対する持分相当額 63 △43

その他の包括利益合計 △6,133 11,105

中間包括利益 31,661 38,969

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 29,372 37,589

非支配株主に係る中間包括利益 2,288 1,380

【中間連結包括利益計算書】

- 20 -

2025/11/13 15:46:47／25274437_富士電機株式会社_半期報告書（法24条の5第1項の表の第1号又は第2号に基づくもの）



（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 55,294 40,512

減価償却費 27,430 30,314

貸倒引当金の増減額（△は減少） △123 △353

製品保証引当金の増減額（△は減少） △115 24

受取利息及び受取配当金 △1,352 △1,314

支払利息 1,594 1,603

為替差損益（△は益） 96 198

固定資産売却損益（△は益） △100 △14

投資有価証券売却損益（△は益） △16,612 △62

固定資産処分損益（△は益） 367 892

減損損失 － 405

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） 77,899 42,023

棚卸資産の増減額（△は増加） △19,214 △16,493

仕入債務の増減額（△は減少） △34,959 △17,130

契約負債の増減額（△は減少） 32,044 △4,422

その他 △16,884 △13,565

小計 105,365 62,617

利息及び配当金の受取額 1,365 1,322

利息の支払額 △1,546 △1,603

法人税等の支払額 △17,640 △26,431

営業活動によるキャッシュ・フロー 87,543 35,904

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △41,576 △40,288

有形固定資産の売却による収入 135 161

無形固定資産の取得による支出 △2,887 △5,956

投資有価証券の取得による支出 △122 △43

投資有価証券の売却による収入 18,446 65

貸付けによる支出 △2,958 △10,386

貸付金の回収による収入 3,508 10,639

その他 △311 1,195

投資活動によるキャッシュ・フロー △25,765 △44,612

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 243 △1,140

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） △36,000 25,000

長期借入れによる収入 15,111 －

長期借入金の返済による支出 △28,005 △12

社債の発行による収入 10,000 －

リース債務の返済による支出 △11,184 △7,850

自己株式の取得による支出 △11 △9

子会社の自己株式の取得による支出 △10 △13

配当金の支払額 △10,712 △12,547

非支配株主への配当金の支払額 △3,542 △1,301

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
－ △787

財務活動によるキャッシュ・フロー △64,110 1,337

現金及び現金同等物に係る換算差額 278 △251

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,053 △7,622

現金及び現金同等物の期首残高 65,543 62,675

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減

額（△は減少）
1,205 －

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 64,694 ※１ 55,053

（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（1）連結の範囲の重要な変更

　　該当事項はありません。

（2）持分法適用の範囲の重要な変更

　　該当事項はありません。

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。なお、見

積実効税率が使用できない一部の連結会社については法定実効税率を使用する方法によっております。

（追加情報）

（業績連動型株式報酬制度）

　当社は、2024年６月25日開催の第148回定時株主総会決議に基づき、社外取締役を除く当社取締役及び執行

役員（以下、取締役及び執行役員を総称して「取締役等」という。）を対象に当社株式を用いた業績連動型株

式報酬制度「株式給付信託」（以下、「本制度」という。）を導入しております。

（1）取引の概要

　本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下、「本信託」という。）が当社株式を取

得し、当社が定める役員株式給付規程に基づいて、取締役等に付与されるポイント数に応じた当社株式及び

当社株式を時価で換算した金額相当の金銭が本信託を通じて毎年一定の時期に給付される株式報酬制度であ

ります。なお、取締役等は、当社との契約により、在任期間中、給付された株式を処分することは制限され

ます。

（2）信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自

己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末において2,319

百万円及び291千株、当中間連結会計期間末において1,712百万円及び214千株であります。
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前連結会計年度
（2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（2025年９月30日）

従業員 78百万円 従業員 58百万円

その他５社 1,276 その他７社 1,224

計 1,354 計 1,283

（中間連結貸借対照表関係）

偶発債務

　金融機関からの借入等に対する債務保証

　前中間連結会計期間
（自  2024年４月１日

　　至  2024年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自  2025年４月１日

　　至  2025年９月30日）

従業員給料諸手当 47,661百万円 50,179百万円

退職給付費用 1,910 1,963

研究開発費 15,609 16,017

（中間連結損益計算書関係）

※１  販売費及び一般管理費のうち主なものは次のとおりであります。

※２  当社グループは、「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」

（実務対応報告第46号　2024年３月22日）第７項を適用し、当中間連結会計期間を含む対象会計年度に関す

る国際最低課税額に対する法人税等を計上しておりません。

前中間連結会計期間
（自  2024年４月１日

至  2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自  2025年４月１日

至  2025年９月30日）

現金及び預金勘定 65,448百万円 55,882百万円

預入期間が３か月を超える定期預金等 △753 △828

現金及び現金同等物 64,694 55,053

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１  現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
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決議 株式の種類 配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年５月23日

取締役会
普通株式 10,712 75.0 2024年３月31日 2024年６月５日 利益剰余金

決議 株式の種類 配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年10月31日

取締役会
普通株式 10,712 75.0 2024年９月30日 2024年12月４日 利益剰余金

決議 株式の種類 配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年５月23日

取締役会
普通株式 12,547 85.0 2025年３月31日 2025年６月５日 利益剰余金

決議 株式の種類 配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年10月30日

取締役会
普通株式 13,432 91.0 2025年９月30日 2025年12月３日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自2024年４月１日　至2024年９月30日）

１．配当金支払額

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

るもの

Ⅱ　当中間連結会計期間（自2025年４月１日　至2025年９月30日）

１．配当金支払額

（注）2025年５月23日取締役会の決議による配当金の総額には、取締役等に対する業績連動型株式報酬制度「株

式給付信託」に係る信託口が保有する当社株式に対する配当金24百万円が含まれております。

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

るもの

（注）2025年10月30日取締役会の決議による配当金の総額には、取締役等に対する業績連動型株式報酬制度「株

式給付信託」に係る信託口が保有する当社株式に対する配当金19百万円が含まれております。
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（単位：百万円）

エネルギー
インダストリ

ー
半導体 食品流通

その他
（注１）

合計
調整額

（注２）

中間連結
損益計算書

計上額
（注３）

売上高

外部顧客への

売上高
142,277 174,050 106,303 57,357 17,389 497,377 － 497,377

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

1,724 1,330 1,745 929 10,026 15,755 △15,755 －

計 144,001 175,380 108,048 58,286 27,415 513,133 △15,755 497,377

セグメント利益

又は損失（△）
10,015 8,137 15,059 8,709 1,652 43,575 △3,238 40,336

（単位：百万円）

エネルギー
インダストリ

ー
半導体 食品流通

その他
（注１）

合計
調整額

（注２）

中間連結
損益計算書

計上額
（注３）

売上高

外部顧客への

売上高
161,567 204,838 107,525 51,241 17,987 543,160 － 543,160

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

3,667 1,506 1,199 1,142 9,854 17,370 △17,370 －

計 165,234 206,345 108,725 52,383 27,841 560,530 △17,370 543,160

セグメント利益

又は損失（△）
18,959 11,007 8,973 5,806 1,590 46,337 △3,577 42,759

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自2024年４月１日 至2024年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、金融サービス、不動産業、保険代

理業、旅行業及び印刷・情報サービス等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△3,238百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△3,294

百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の管理部門に係る費用であり

ます。

３．セグメント利益又は損失は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ　当中間連結会計期間（自2025年４月１日 至2025年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、金融サービス、不動産業、保険代

理業、旅行業及び印刷・情報サービス等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△3,577百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△3,672

百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の管理部門に係る費用であり

ます。

３．セグメント利益又は損失は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

（報告セグメントの変更）

　第１四半期連結会計期間より、組織構造の変更に伴い、「エネルギー」及び「インダストリー」の各報告セグ

メントにおいて、集約する事業セグメントを変更しております。

　なお、前中間連結会計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成したものを開示

しております。
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（企業結合等関係）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

（単位：百万円）

エネルギー
インダスト

リー
半導体 食品流通

その他

（注１）
小計 調整額 合計

日本 103,538 130,659 53,179 57,224 24,333 368,935 △14,351 354,584

アジア他 32,994 21,670 8,942 237 1,734 65,579 △1,102 64,476

中国 508 13,119 32,265 825 1,275 47,994 △242 47,751

欧州 182 4,128 11,961 － － 16,272 － 16,272

米州 6,777 5,802 1,698 － 71 14,351 △59 14,292

顧客との契約か

ら生じる収益
144,001 175,380 108,048 58,286 27,415 513,133 △15,755 497,377

（単位：百万円）

エネルギー
インダスト

リー
半導体 食品流通

その他

（注）
小計 調整額 合計

日本 122,235 155,011 50,588 51,091 24,823 403,750 △13,941 389,808

アジア他 35,327 25,404 9,089 418 1,707 71,947 △3,034 68,912

中国 902 14,305 35,096 873 1,238 52,416 △335 52,081

欧州 101 5,079 12,562 － 13 17,757 △11 17,746

米州 6,667 6,544 1,388 － 59 14,659 △47 14,611

顧客との契約か

ら生じる収益
165,234 206,345 108,725 52,383 27,841 560,530 △17,370 543,160

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を地域別に分解した場合の内訳は、下記のとおりです。

Ⅰ　前中間連結会計期間（自2024年４月１日 至2024年９月30日）

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、金融サービス、不動産業、保険代

理業、旅行業及び印刷・情報サービス等を含んでおります。

　　　２．「注記事項（セグメント情報等）　Ⅱ　当中間連結会計期間　２．報告セグメントの変更等に関する事項」

で記載した変更後の報告セグメントの区分に基づき作成したものを開示しております。

Ⅱ　当中間連結会計期間（自2025年４月１日 至2025年９月30日）

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、金融サービス、不動産業、保険代理

業、旅行業及び印刷・情報サービス等を含んでおります。
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前中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年４月１日

至　2025年９月30日）

１株当たり中間純利益（円） 248.82 180.62

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する

中間純利益（百万円）
35,539 26,614

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

中間純利益（百万円）
35,539 26,614

普通株式の期中平均株式数（千株） 142,829 147,355

（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．取締役等に対する業績連動型株式報酬制度「株式給付信託」の信託財産として信託口が保有する当社株式

を、１株当たり中間純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

（前中間連結会計期間 該当なし、当中間連結会計期間 258千株）。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

（１）2025年５月23日開催の取締役会において、期末配当に関し決議しました。

なお、期末配当の内容につきましては、「１　中間連結財務諸表　注記事項（株主資本等関係）」に記載のとお

りであります。

（２）2025年10月30日開催の取締役会において、中間配当に関し決議しました。

なお、中間配当の内容につきましては、「１　中間連結財務諸表　注記事項（株主資本等関係）」に記載のとお

りであります。

（３）その他該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

２０２５年１１月１４日

富士電機株式会社

取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 藤田　建二

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 大島　崇行

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 田中　勝也

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている富士電機株式

会社の２０２５年４月１日から２０２６年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（２０２５年４月１日から

２０２５年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

包括利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、富士電機株式会社及び連結子会社の２０２５年９月３０日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全

ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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